
４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

児童青少年課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

効率性改善のため、各種取り組みを実施する。
平成27年度から、住民税による保育料計算に移行しなければならないが、今後市が取り扱う範囲も増大する
こともあり、効率的な事務が行えるよう改善する必要がある。

事務事業名
保育所入所決定及び保育料決定収

納事務
所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

所得税を基準にしながら税法にない措置を手計算によって実施して
おり、事務の効率性に課題がある。また、1次評価にあるとおり、保
育料徴収率向上取り組みの余地、事業費削減の余地があることか
ら、③効率性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

児童青少年課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

担当課の評価においても、潜在的な需要がもっとあると考えており、引き受け手を増やす必要がある。
容易に拡大ができるとは考えないが、医師会等にPRするなどして子育て環境の充実に向けて努力を続けるべ
きである。

事務事業名 病児・病後児保育事業 所属部 こども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課の評価においても、潜在的な需要がもっとあると考えており、
引き受け手を増やす必要がある。
容易に拡大ができるとは考えないが、医師会等にPRするなどの努力
を続けるべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 私立幼稚園施設運営費補助事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

少子化の中で、幼稚園においては総体として定員に満たない状況に
ある。行政が全てを補うことは不可能であるため、経営改善の取り組
みを支援すべきであり、③効率性について見直し余地ありと評価し
た。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

○

維
持 ×

××

経営改善の取り組みを支援する仕組みの構築。 向
上

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

維
持 ×

××

一次評価の公平性に記述されている就園奨励費補助金の所得階層区分が実質2階層であること、及び
市制度の補助金について、所得にかかわらず助成していることについては、目的に沿った制度となっている
か、また、後者については全員に必要かについて検討する必要がある。 成

果

事務事業名 私立幼稚園等保護者保育料補助事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

一次評価の公平性に記述されている就園奨励費補助金の所得階層
区分が実質2階層であることについては、一考を要する。
市制度の補助金について、所得にかかわらず助成していることにつ
いては、有効性に疑問が生ずる。

所属課

低
下

児童青少年課

維持 増加削減
コスト

向
上



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

児童青少年課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

　実施日数の増加が本事業の課題の一つとされている。また、子育て・子育ち環境の充実が社会的な要請と
なっている。
現在、学校の放課後事業として、学童保育、放課後子ども教室(放課後キッズ)、アフター・スクールサポート
(ASS)が並列的に実施されており、さらに児童の公的に提供される居場所としては児童館、公園などがある。
そのほかにも、駄菓子屋くにちゃんなど子供のの居場所づくりをしていただいているNPOなど団体の活動もあ
る。
　これらさまざまな事業や実施団体との連携を深め、また公的事業の整理統合・再構築も検討しながら、子ど
もの自主性・選択に任せることのできる多様な場を提供していくことが必要である。

事務事業名 放課後子ども教室推進事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

一時評価のとおり、日数増の余地がある。また、他の事業との連携
により、充実できる可能性がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

児童青少年課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

事業内容への見直し・さらなる向上については、ほんの少しのコストをかけて、関係者の交流や研修機会の提
供を通じて図っていくことが望ましい。

事務事業名 青少年地区育成会活動支援事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

ボランティアの活動による事業であり、関係者のご尽力に感謝すべ
きである。向上余地は存在するが、ボランティアによる活動では、得
意分野での実施はやむを得ない面がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

児童青少年課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

　児童館の日曜・祝日開館等による児童の利便性・居場所としての提供日拡大などサービス向上を目指すべ
きである。
　サービスの質・量の向上のため、向上策と併せて、専門性を持った良質な民間委託(NPOを含む)の導入に
ついて、検討すべきである。

事務事業名 児童館小学生体験交流事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

 永年の児童館活動の積み重ねにより、行事等については一定の形
態が確立しているが、児童館の日曜・祝日開館等による児童の利便
性・居場所としての提供日拡大などサービス向上の余地がある。
今後の方向を考えると、コストが増してしまう直営の形態は見直しの
余地がある。また、現在の正職員の構成も、人事として適性は考慮
されてるものの、一般事務職員が主体(保育士職もいる)で、専門性
を持った児童館職員の配置は、小規模自治体にとって難しい面があ
る。
 職員の半数以上を嘱託員化することにより、人件費の削減効果は
出ているが、さらにサービスの質・量の向上のため、民間委託の導
入について、サービス向上策と併せて検討すべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

子育て支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

制度の利用者が2名と少ない現状については、使いにくいのか、それともPR不足なのか調査検討する必要が
ある。そのうえで改善策を取るべきである。

事務事業名 高等技能訓練促進費等給付事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

制度の利用者が2名と少ない現状については、使いにくいのか、そ
れともPR不足なのか調査検討する必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 ひとり親家庭住宅費助成事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

類似事業として、住宅支援給付制度と生活保護(住宅扶助)制度があ
る。各制度担当者間での連携と制度自体の比較検討が必要であ
る。また、その際には、ひとり親以外で経済的には児童扶養手当受
給者と同等の方が支援ら漏れていないかなど、制度の谷間にある方
の存在かなども検証すべきである。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

一次評価で課題が抽出された通り、類似の各制度の担当者間で、各制度を比較検討・検証し、必要な場合
はより効果的で公平な制度に見直すことが必要である。

子育て支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

子育て支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

ひとり親は、減っていないのに、当サービスの利用の減少があることについては、調査と対応の必要がある。

事務事業名 ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

都の制度であり、制度そのものの見直しは難しいが、当サービスの
減少傾向については、原因を調査すべき。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

子育て支援課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

公平性・効率性の観点で、検証する必要がある。

事務事業名 子どもショートステイ事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

利用実績がなくとも管理運営費が毎月５０万円支払っている点につ
いては、制度創設時の経過もあるが、実績との兼ね合いで検証は必
要である。
また、申請理由の１つである「育児疲れ、育児不安等により身体又
は精神の状態が不良のとき」が目に見える基準がなく、利用者の訴
えにより個別審査になってしまう点について、担当として疑問が出て
いる点も、確認が必要である。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 子育てひろば事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

核家族化が進展する中で、安心して子育てができるようにするため、
また少子化対策としても充実を検討する必要がある。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

核家族化が進展する中で、安心して子育てができるようにするため、また少子化対策としても充実を検討する
必要がある。

子育て支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 一時保育支援事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

一次評価の通り。実施園が、市内の北と南にあり、中央部にないと
いう点、受け皿として、余裕がない点は向上余地がある。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

市の中央部での実施に向けて検討する必要がある。

子育て支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

子育て支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

事務事業名 こども医療費助成事業 所属部 子ども家庭部

(4) 改革・改善による期待成果

児童手当受給者の所得制限を準用しており、対象所得層の範囲は
広い給付事業である。26市の大勢が実施するような場合や、東京都
の補助により推奨された場合を除き、所得制限引き上げ・撤廃、無
料範囲拡大の必要性は小さいと考えられる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

教育総務課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

（２）のとおり。

事務事業名 就学援助事業 所属部
教育委員会事務

局

(4) 改革・改善による期待成果

認定基準の水準については、過去に財政改革審議会でも取り上げ
られたように従前より他市より基準が緩いという議論がある一方、生
活困窮者対策としてさらなる緩和を求める声もある。近隣市と比較検
討し、見直しの余地があると考える。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 小・中学校普通学級運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

学校予算については予算科目が細分化されている状況である。科
目の整理を行うことで、予算の効率的な執行が行うことができること
から、②有効性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

予算科目の統合について検討し、効率的な予算執行を行う。

教育総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

教育指導支援課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

実施主体について明確化するとともに、さらに成果が得られる研修内容を検討する。

事務事業名 教職員研修事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

本事業の実施主体が都なのか市なのかが明確となっておらず、都
が実施主体であれば、都教委が全体で共通の研修を実施すべきで
ある。また、市の事業だとしても国や都と連携の可能性も考えられる
ことから、①公共関与妥当性について見直し余地ありと評価した。
また、研修の意義として常に成果向上を追求すべきであり、②有効
性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

教育指導支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

（２）記載の通り、公平性について検討が必要である。

事務事業名 通級指導学級送迎サポート事業 所属部 教育委員会

○

(4) 改革・改善による期待成果

本事業は、通級指導学級に通う児童生徒が、在籍校と通級校の移
動に際してタクシーにて送迎するという事業である。利用者からの継
続要望が強い一方で、実施していない自治体も多く、公平性に課題
があるとの評価である。反対に、特別支援学級に通学する児童生徒
には、送迎に係る補助がないことも、公平性に欠けるということもで
きる。これらから、見直しの余地があるように思われる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

教育指導支援課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

担当課記載の通り。

事務事業名 小・中学校学級運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載の通り。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 教育相談事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

一次評価で各関係機関との更なる連携が必要とされている。また、
体制の充実も必要とされている。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

・各関係機関との連携を進め、包括的な支援を充実する。
・更なる人的措置については、従来の人件費を含め、都負担を要望していくべきである。

教育指導支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 外部指導者等人材活用事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

やり方により成果の向上余地はある。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

工夫・研鑚・人材掘り起こしにより常に成果の向上を図る必要がある。

教育指導支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 教科書供給及び副読本発行事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

・担当課評価のとおり、常に社会科副読本の内容の向上を図る余地
はある。また、コストについては、印刷製本のやり方等の工夫により
削減する余地がある。

所属課

低
下

維
持 ×

××

常に質的向上を図るとともに、事務的なコスト削減を検討する必要がある。

教育指導支援課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

給食センター

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

現在の条件下でも常に質的向上を図るべきである。また、施設の老朽化対応が課題となっており、その中で
抜本的な改善も検討する必要がある。

事務事業名 調理・配送・配膳事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

有効性については、常に改善を図るべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

福祉総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

担当課記載の通り。

事務事業名 住宅支援給付事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載の通り。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 社会福祉協議会運営支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載の通り。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

担当課記載の通り。

福祉総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名
シルバー人材センター運営支援事

業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課記載の通り。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

担当課記載の通り。

福祉総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 老人福祉センター運営事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

指定管理者にただ任せるという姿勢ではなく、この事業をどのように
していくのかというビジョンが感じられない。そのような状況であれ
ば、高齢者支援課への移管を行い、有効性を高めるという手法も考
えられる。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

（２）に記載の通り。

福祉総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

（２）に記載の通り。

事務事業名 高齢者緊急通報機器貸与事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢社会の進展により対象者は増加の一途である。担当課記載の
通り、月額利用料について本人負担を検討すべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 ✔ 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 敬老大会事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢化社会において、対象者が年々増加している。よって、本事業
も対象者（高齢者）の増加に伴い、１日２回開催となったわけである
が、今後も対象者が増えていく中において、いつまでこの事業を続け
ていくのかの検討が必要である。実際、この事業については廃止し
ている自治体も多い。

所属課

低
下

維
持 ×

××

（２）に記載の通り、対象者が年々増加していく中においては、いつかは廃止しなければならない事業であると
考える。

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 長寿慶祝事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

平成２６年度より７７歳への現金支給が廃止となったものの、近隣市
ではそもそも事業自体を廃止しているところも少なくない、今後も対
象者が拡大していくことや、財政改革審議会からの答申内容を受け
ても、このような単純な現金給付のあり方については見直しが必要
である。

所属課

低
下

維
持 ×

××

（２）記載のとおりである。

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 デイホーム事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

費用対効果という点において、利用者数に比して予算が多額である
感が否めない。民間事業者で同様の事業を行っているところもある
ことから、そもそもこの事業を市で継続すべきか、あるいは社会福祉
協議会への委託の是非も検討すべきである。

所属課

低
下

維
持 ×

××

（２）に記載した通り、そもそも市の事業として継続すべきか、継続するとした場合には社会福祉協議会への委
託の是非を含め検討する必要がある。

高齢者支援課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

（２）に記載の通り。

事務事業名 高齢者保養施設利用助成事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢社会の進展により対象者は増加の一途である。。対象年齢が
65歳で妥当なのか、現金給付であることの是非なども含め制度その
ものを考えていく必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
✔ 廃止 ✔ 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 入浴券支給事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

目的がはっきりとしない事業である。「銭湯という公共の場に定期的
に顔を出す機会を確保することにより健康増進と社会参加を助長す
ることは市の役割であり妥当といえる」としているが、社会参加が目
的であるならば、６５歳以上のみで構成されている世帯で入浴設備
のない者を対象としているのは何故なのか。銭湯を利用すれば孤立
していないと言えるのか。対象者に対する利用者の割合からしても、
この事業が有効な社会参加の１つとは言いがたい。

所属課

低
下

維
持 ×

××

（２）に記載の通り。

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 賦課収納事務 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課の評価通り。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

担当課の評価通り。

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 外出支援サービス事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

このような現金給付型のサービスについては、高齢社会の進展にお
いて費用は増額の一途であることから、常にその妥当性については
検証が必要である。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

（２）に記載の通り。

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 ふれあい牛乳支給事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

高齢社会の進展により対象者は増加の一途である。自己負担を検
討することや、食事サービスとの併給を認めない等の見直しを検討
すべき段階にきている。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

（２）に記載の通り。

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

高齢者支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

（２）記載のとおりであるが、そもそもの当初目的のみを考えれば、時代背景が全く違うなか、今般も制度設計
当時と同じスキームで運営することには違和感がある。今後も事業継続するとしても抜本的な見直しが必要で
ある。高齢者福祉という観点に重きを置くのであれば、住宅の拡大という選択肢もあろう。

事務事業名 借上げ住宅提供事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

時代が流れ、そもそもの当初目的からは随分と離れてしまっている
感は否めない。市としての高齢者住宅施策としてこの事業をとらえる
のであれば抜本的な見直しが必要である。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 手話講習会開催支援事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

手話講習会開催の目的が実情とがマッチしていないように感じられ
る。現状を見る限り市で実施する意味合いは低く、①公共関与妥当
性について見直し余地ありと評価した。あわせて、市の他の部署と
の連携や他事業との統合も考えられることから、②有効性、③効率
性についても見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

健康福祉部における連携強化を図るとともに、事業の統廃合についても検討する。

福祉総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

福祉総務課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

（２）に記載の通り。

事務事業名
福祉会館喫茶コーナーしょうがい

しゃ就労支援事業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課として事業自体の有効性について検証がされていない。ま
た、しょうがいしゃ支援課で行っている就労支援事業と同目的のた
め、所管替えを行い、事業の有効性、効率性を高めるべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 精神障害者デイサービス事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

　1次評価にもあるとおり、関連する事業が23年度までに障害者自立
支援法（現：障害者総合支援法）に移行し地域活動支援センター事
業や就労継続支援B型事業などが行われるようになり、法内事業に
よる外出機会の提供ができるようになっていることから、地域活動支
援センターへの委託事業として行っている当該事業についても委託
契約を再設計し、事業の効率化を図る時期にきていると考えられる。
よって、②有効性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

利用者が減少傾向にある中で、利用者が必要とするサービスについて検証しつつ、障害者総合支援法内で
実施している事業と統廃合ができるかどうかの検討を行う。

しょうがいしゃ支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

しょうがいしゃ支援課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

市の実施すべき事業であることを明確にしたうえで、現行制度の補助対象、補助率等の要件を再検証し、必
要な事業所についてのみ補助する形へと見直しを行うべきである。

事務事業名
障害者通所訓練事業運営費補助金

交付事業
所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

本事業は市単独事業で実施しているが、1次評価の内容からは公共
関与の妥当性、特に市が独自に補助をしなければならない理由が
明確となっていない。よって、①公共関与妥当性いついて見直し余
地ありと評価した。
また、本補助金は、対象事業数の増に伴い平成25年度より5割補助
となるよう要綱改正を行っている（従前は7割補助）が、今後新たに
対象事業所が追加された場合、公平性を保ちながら本補助制度を
どのように運用していくのかについて検討する必要がある。よって、
④公平性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

生涯学習課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

市内来訪者の回遊性を高めるために必要な事業であることを踏まえ、魅力あるプログラム実施のために必要
な方策を関係部署で連携しながら検証すべきである。

事務事業名
郷土文化館歴史文化遺産保存活用

事業
所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

１次評価にもあるとおり、現状では利用者が横ばい状態である。限ら
れた予算、施設の中で資料を収集・保存しながら、魅力的なプログラ
ムを実施し、多くの方に親しまれるためには、関係部署と連携した事
業の実施なども検討が必要であることから、②有効性について見直
し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 消費生活行政充実事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

成果の向上余地については、住民の高齢化や多様化する消費生活
上のトラブルに対応するため、行政や関係機関が連携しながらさら
に効果的な取り組みを展開して成果を向上させる必要がある。よっ
て、②有効性について見直し余地ありと評価した。。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

本事業については、現状維持という方向性は基本的には考えにくい。住民の高齢化や多様化する消費生活
上のトラブルに対応するため、行政や関係機関が連携しながら、効果的な取り組みを常に研究・実施して行く
必要がある。

生活コミュニティ課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

公民館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

若年層への利用促進、未利用者への周知を行い、さまざまな方に利用してもらう事業を目指す。
公民館の会場利用料について、さまざまな観点からの議論が必要。

事務事業名 公民館会場利用（貸出）事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

公民館会場利用者の年齢層が高まっており、若年層への利用促進
を図る必要がある。また、これは利用者が限定されているとも考えら
れることから、公平性の観点からも未利用者への周知も合わせて必
要である。よって、④公平性について見直し余地ありと評価した。
また、公民館の会場利用については現在無料となっているが、無料
であるべきかどうかについてはさまざまな観点からの議論が必要で
ある。よって、③効率性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 公民館主催学習事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

学習機会の少ない人たちのニーズを的確に捉えた事業を実施し、参
加促進を図ることが課題であることから、②有効性について見直し余
地ありと評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

今後も、様々な創意工夫を図りながら事業展開を行い成果の向上に努める。

公民館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 広報発行事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

紙面の質的向上は常に求められることであるが、市が行う広報活動
のあるべき姿を整理した上で、公民館だよりの特有性や位置づけを
再度確認する必要がある。よって、②有効性について見直し余地あ
りと評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

市が行う広報活動のあるべき姿を整理した上で、公民館だよりの特有性や位置づけを再度確認する必要があ
る。

公民館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

公民館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

同じ生涯学習である図書館事業との棲み分けや違いが明瞭ではない。国立駅周辺に図書館分室がないこと
から、図書館分館として位置付けることも考えられる。

事務事業名 公民館図書室管理運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

図書館が行っている事業と本事業との棲み分けや違いが明瞭では
ない。仮に誰もが利用できるよう事業展開を図るならば、国立駅周
辺に図書館分室がないため図書館の分館（分室）として位置付け直
すことも考えられることから、②有効性について見直し余地ありと評
価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

中央図書館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

創意工夫に努めながら、市民が利用しやすい環境づくりに努める。

事務事業名 資料貸出閲覧事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

創意工夫に努めながら、市民が利用しやすい環境づくりを常に追い
求めるべきであることから、②有効性について見直し余地ありと評価
した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 しょうがいしゃサービス事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

本サービス利用者が毎年２０名となっており、利用者が限定されてい
ると考える。事業の目的に合った利用促進をさらに図る必要がある
ことから、②有効性及び④公平性について見直し余地ありと評価し
た。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

しょうがい者や関係団体への周知等を行い、利用促進を図る。

中央図書館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 資料管理事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

図書館法の趣旨である「図書館奉仕」の考え方に基づき、住民サー
ビスの向上を念頭に置いた事業展開を常に模索すべきであることか
ら、②有効性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

図書館法の趣旨である図書館奉仕の考え方に基づき、住民サービスの向上を念頭に置いた事業展開を模索
していく。

中央図書館

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 社会体育推進事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

　市民がスポーツを通じて生涯にわたり幸福で豊かな
生活を送ることができるよう、また市民の健康増進を図
るため、スポーツをする人を増やしていく必要があること
から、②有効性について見直し余地ありと評価した。
　また、くにたち文化・スポーツ振興財団が実施している
体育事業への統合など、事業費について精査できる可
能性があることから、③効率性について見直し余地あり
と評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

　介護予防を担当する高齢者支援課、市民の健康づくりを担当する健康増進課(保健セ
ンター)など他部署との連携を行いながら魅力ある事業を展開することで、生涯スポーツ
の推進と市民の健康増進を図る。
　市における社会体育の担い手がどこであるのかについて再度確認したうえで、くにたち
文化・スポーツ振興財団が実施している体育事業など他事業との統合も含めた事業の役
割分担の見直し・精査を行う。

生涯学習課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 学校開放運営事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

1次評価にあるとおり、学校開放にあたって、利用者増の方策や平
等性・既得権的な意識などについて課題があることから、②有効性
及び④公平性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

1次評価にあるとおり、予約システム等の導入についての検討を行う。

生涯学習課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

生涯学習課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

ニーズを的確に把握した事業展開を図るとともに、参加者への費用負担についても検討を行う。

事務事業名 総合体育館支援事業 所属部 教育委員会

(4) 改革・改善による期待成果

サービス向上については常に模索していかなければならないことか
ら、②有効性について見直し余地ありと評価した。また、参加費の本
人負担についてはサービス向上とのバランスを見ながら検討する余
地があると判断し、③効率性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

産業振興課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

商店街がにぎわいをもたらすような取り組みを展開できるよう、引き続き効果的・効率的な支援を行っていくべ
きだが、当然ながら商店主や商店会の自助努力が前提となる。

事務事業名 商店街活性化事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

各商店会が趣向を凝らしたイベントを開催し、にぎわいを生み出せる
よう取り組む必要があることから、②有効性について見直し余地あり
と評価した。
また、装飾灯ＬＥＤ化に伴う電気料の削減は中長期的スパンで効果
が見込まれることから、③効率性について見直し余地ありと評価し
た。
商店会の規模等の差に伴う補助の公平性の確保については、補助
制度設計の変更を伴うものであるが、④公平性について見直し余地
ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

産業振興課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

国立市観光まちづくり協会との役割分担を明確にしたうえで、魅力あるイベントが実施できるよう努める。

事務事業名 イベントによる活力創出事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

1次評価にあるとおり、イベント実施に当たっては、固定観念にとらわ
れない、新たな趣向を取り入れていくことが必要であることから、②
有効性について見直し余地ありと評価した。
また、別組織である国立市観光まちづくり協会とどう棲み分け・連携
を行っていくべきかについて議論が必要であることから、①公共関与
妥当性及び②有効性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 国立市商工会運営支援事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

1次評価にもあるとおり、　商工業の振興策や市民のニーズは年を
経て変わってくる部分があるため、適切に且つ確実にニーズを把握
し、その時に合った振興策を推進していくべきであり、②有効性につ
いて見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

適切に且つ確実にニーズを把握し、その時に合った振興策を推進していく。

産業振興課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名
国立市勤労市民共済会補助金交付

事業
所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

会の設立趣旨を確認したうえで、福利厚生事業として何が期待され
ているか内容を吟味すべきであり、②有効性について見直し余地あ
りと評価した。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

会の設立趣旨を確認したうえで、福利厚生事業として何が期待されているか内容を吟味し、会員が利用しや
すい事業展開を図るとともに新規加入会員を増やす取り組みを行う。

産業振興課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 事業資金融資事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

1次評価において本事業の制度設計について課題が提示されている
ことから、②有効性及び③効率性について見直し余地ありと評価し
た。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

本事業の制度設計について再度検証を行う。

産業振興課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

交通課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果

　１運行あたり１人～２人程度の乗客数となっているルートがあり、平成２５年度の４千万円台から平成２６年度の６千万
円台に増大したコスト(税の投入)の費用対効果については、有効性及び公平性の点から課題があると言わざるを得な
い。
　地域交通会議で、詳細が検討される予定であるが、単にルートの見直しにとどまらず、根本的な見直しの視点を持つ
必要がある。まず、全国の他市と比較した場合に、国立市の交通不便地域の定義は適切かを再確認する必要がある。
交通手段についても、乗り合いタクシーや、オン・デマンド・タクシーも選択肢である。また、事業のそもそもの目的を福
祉目的に再設定し、福祉有償運送や福祉タクシー制度に振り替えることも検討していただくよう地域交通会議に諮問す
べきである。

維
持 ×

××

　事業費の削減という効率性と利用者の増加という有効性の改善を図るため、コミュニティ
バスのルートや運行時刻など想定利用者のニーズを的確に把握し反映させる。また、他
市で利用者の多いコミュニティバスで行っている工夫などの研究も行うべきである。

事務事業名 コミュニティバス運行補助事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　有効性について、北ルートで朝夕増便したことにより
利用者を伸ばしたように、利用者のニーズ（ルート、時
間帯など）を的確に把握し、利用しやすさを追究するこ
とで成果向上の余地がある。
　効率性について、事業費の削減するためには、いか
に乗車人数を増やして運賃料金収入を増加させるかと
いう課題をクリアすることであり、利用者ニーズを把握し
たうえでのルートや時刻表の設定など、利用者増を図る
改善が必要であるとともに、事業内容の見直し基準を
設けることも検討する必要がある。
　また、現在ルートのない谷保地区については、狭隘道
路のためバス（ワゴン）が通過できないことが理由として
あるが、南部地域整備の進捗など担当部署間での連携
を強化するとともに、市民ニーズと照らすことや現在運
行中のルートの課題等も鑑みた検討が必要である。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名
立川・国立地区交通安全協会参画

事業
所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　市で網羅できない交通安全運動などの活動などに取り組んでいる
団体への負担金であり、立川警察署管内の立川市・国立市も負担し
ているものである。交通安全活動をより推進するためには、市として
交通安全協会とどのように効果的に活動をしていくかという視点でよ
り有効なものとしていくべきである。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

交通安全協会の活動がより実りのあるものとなるように、効果的な活動の提案などを行うことで成果を向上させ
る。

交通課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

交通課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

頻繁に交換・修繕が必要となる現在の照明よりも、長寿命かつ省エネルギーのLEDの導入による中・長期的
なコスト削減と事務量の軽減を目指すべきである。

事務事業名 道路照明施設管理事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　担当課評価では、道路照明施設を管理するITシステムを導入する
ことにより、管理方法や事務の効率化による成果向上を図ることが
あげられているが、システム導入のコストに対し、事務量の軽減等の
効果だけでは全体的な事業費削減にはつながらない。
　本事業は、道路照明の交換、修繕の事業費であるが、交換、修繕
の回数を減らすとことによる削減も検討すべきである。例えば、照明
の寿命を延ばすことができるLED化について、初期導入及び維持管
理費用に対し、電気料及び交換修繕費用の削減効果など様々な角
度から比較・検討を行った上で導入し、中・長期的な期間での効果を
上げることなどである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果

(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 放置自転車対策事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　国立駅周辺整備事業が本格化する中で、駅周辺や大学通り、富士
見通り、旭通りなどの景観的側面からも放置自転車対策は重要であ
る。夜間撤去などの方法や手段を含め、放置自転車対策は改善の
余地があるものと考える。
　また、平成25年度に新設された高架下自転車駐車場は、1/3程度
の利用にとどまっていることから、利用者増の方策の検討が必要で
あり、平成26年度に基本設計に入る国立駅南口第1自転車駐車場
など駅周辺の自転車駐車場整備の全体的な考え方と併せて放置自
転車対策を検討する必要がある。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

放置自転車が多い夜間の自転車撤去による放置自転車台数の削減について検討する。（有効性の改善）
今後の国立駅周辺の自転車駐車場の整備により、自転車駐車場への駐輪誘導などを行い、放置自転車台
数を削減し、撤去費用の削減を図る。（効率性の改善）

交通課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

交通課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果

場所により余裕がない現状ではすべてを一時利用とすると、混乱を生ずる可能性があるため、定期利用(月極め)を残すべきである。

維
持 ×

××

本事業の様々な課題を整理・解決しつつ、利用しやすい自転車駐車場の運営に心がける。

事務事業名 自転車駐車場運営事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

1次評価のとおり、①公共関与妥当性、②有効性、③効率性、④公
平性について見直し余地ありと評価した。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

交通課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

交通安全施設を管理するシステムの導入については、費用対効果を検証する必要がある。現状では、市民
要望から補修または新設までの事務処理において事務改善を図ることで効率化を図る。

事務事業名 交通安全施設管理事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

担当課評価では、交通安全施設の管理システムの導入による事務
の効率化があげられているが、費用対効果を検証する必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

環境政策課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

・（2）のとおり

事務事業名
公害対策管理・調査・測定に係る事

業
所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

本事業は、各種環境測定を委託により実施しており、担当課評価の
とおり、委託内容等については常に見直しを図っていく必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 地球温暖化対策実行計画進行管理事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

　本事業は、平成23年3月に策定した第三期地球温暖化対策実行計
画を推進する事業で、現在、市役所庁舎のエネルギー使用量の見
える化と啓発用の電気自動車の急速充電器の運用を行っているほ
か、職員は日々、省エネ対策を実践している。
　有効性の観点から言うと、職員の日々の省エネ対策は浸透してき
ている部分もあるが、エネルギーの見える化については、そのデータ
の職員周知などで不十分であり、十分活用されていない。
　効率性の観点からは、電気自動車用の急速充電器の運用におい
て、現在は無料で使用できる一方で電気料が100万円弱となってお
り利用者数に対するコストの面が課題である。
　また、公平性の観点では、市民等が使用する電気自動車に無料で
充電ができる点で、啓発の意味を加味してもなお、受益者負担が適
正ではなく公正ではない。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

　有効性、効率性、公平性の観点から（2）のとおりの課題がある。そのため、下記の改善が必要である。
　①エネルギーの見える化については、活用が不十分であり費用対効果が低いので、廃止すべき取り組みで
ある。
　②電気自動車の急速充電器については、充電に係る電気料が無料であることにより、受益者負担が適正で
はなく、かつ、使用料収入がないことにより事業費が過大になっているので、廃止もしくは有料化をすべきであ
る。

環境政策課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 し尿収集事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

平成25年度のし尿くみ取り件数911件に対し、委託料が780万円程
度となっている。事業の必要性はあるが、対象件数が少ないことが
あり、手数料などコスト面のバランスについて検討する必要がある。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

・（2）のとおり

ごみ減量課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 ✔ 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

ごみ減量課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

　ごみ収集業務は必要な業務であり、収集委託料について大きな削減は見込めないが、（2）のとおり公平性
の観点からは、排出量において市民のごみ減量に対するインセンティブが働くようにごみ有料化も一つの対
策となりうる。ただし、ごみ有料化は、専門的知見からの議論が必要であり、ごみ問題審議会への諮問が考え
られる。

事務事業名 ごみ収集事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

　担当課評価のとおり、日々のごみ収集費用が市費で賄われている
現状では、排出量の多寡にかかわらず負担をしていることとなり、ご
み減量に取り組んでいる人のインセンティブが働きにくいので、公平
性の点で課題が残る。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 ごみ減量等推進事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

　最終処分場の延命化の課題など、ごみ減量対策は非常に重要な
課題である。市民一人当たりのごみ排出量では多摩26市の中でも
低位であり、ごみの排出量を削減するための取組を強化する必要が
ある。
　ごみを減量することは処理費用を削減することにつながるため、市
民への啓発などを通じ、ごみの資源化や分別の徹底、可燃ごみの
総量で大きな割合となっている生ごみの堆肥化などによりごみ減量
を進め、行政・市民・事業者等が一体となって取り組む必要がある。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

・廃棄物の発生抑制、資源化の推進と市民への啓発
・ごみ減量の推進によるごみ処理量の削減とそれに伴う処理費の減少
・ごみの有料化（ごみ問題審議会への諮問）

ゴミ減量課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

防災安全課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

災害時の対応訓練等関係機関が連携した活動の実施

事務事業名 消防団活動推進事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

　消防団活動に必要となる備品等の更新等で要望の数量を確保で
きていない現状もあり、事業費自体の削減は難しい状況である。
　東日本大震災や近年の局地的な豪雨などのように想定外の規模
の災害が起こる可能性があり、想定外を想定する体制を構築する必
要があるとともに、常日頃から消防団と市や関係機関の連携強化が
求められる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 地震・台風・火災における応急対策事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

　地震・台風・火災等の応急対応については、担当課だけの人数で
は対応は当然困難であり、庁内の連携体制を取り、平成26年2月の
大雪時の対応など想定外の事態を想定できるようにしておく必要が
ある。また、災害協定についても、日頃より対応内容を確認し災害時
に機能させることが重要である。
　平成25年度は、政策事業として、国立第四小学校の受水槽に緊急
遮断弁の設置する工事を実施し、災害時の飲料水を確保する対策
を講じた。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

想定外を想定するできるよう部署間連携の強化

防災安全課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

道路下水道課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

・（2）のとおり優先度を設けて対応する。

事務事業名 道路維持事業 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

　道路の劣化等による維持補修の必要性と財政負担の面での比較
衡量のうえ、毎年度優先度の高い路線の維持補修を行う。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

環境政策課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

行政・市民・事業者等の連携による水路・用水維持管理活動の実施

事務事業名 水路等維持管理事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

みどり、水の保全に対しては、市民意識の醸成も必要であり、行政・
市民・事業者など様々な主体が協力し合って取り組むことが望まし
く、そのようなつながりは地域コミュニティの強化にも寄与するものと
考えられる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

環境政策課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ○ ×

××

水路台帳整備による成果向上については、費用対効果を検証したうえで可否を判断すべきであり、現時点で
は現状維持

事務事業名 水路境界証明・占用許可事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

事業費は、臨時職員の賃金と郵送料であり、削減余地はほとんどな
い。担当課評価にある水路台帳整備による成果向上については、費
用対効果を検証する必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

環境政策課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

行政だけでなく、市民や事業者など様々な主体との連携による公園づくり

事務事業名 公園維持管理事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

　公園施設の老朽化や毎年の植栽剪定など、維持管理経費の削減
は多く望めないが、公園の管理、例えば植栽等において、市民の活
力により行うなど、市だけでなく市民や事業者など様々な主体が協
力し合って地域の公園をづくりを進め、ひいてはコミュニティづくりに
もつなげていくような方策が望まれる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

道路下水道課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

・東京都への委託事業であるが、東京都が行う収納事務経費を削減することにより、事業費の削減を図れるこ
とから、東京都に対し効率的な事務執行を要望する。
・収納率の向上を図ることにより成果を向上させる。

事務事業名 下水道使用料収納事務 所属部 都市整備部

(4) 改革・改善による期待成果

・徴収率100％にすることで向上の余地がある。
・収納事務を委託している東京都の経費削減により委託料を圧縮す
ることができる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

市長室

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

・有料広告の拡大による事業費の圧縮
・「伝わる」広報の紙面づくり
・他部署の情報紙との統合による広報誌による情報発信の一元化

事務事業名 市報くにたち等発行事業 所属部 政策経営部

(4) 改革・改善による期待成果

　市報は、市政情報を市民に伝える重要なツールであり、情報を伝
えるだけではなく、市民に伝わる広報としていく必要がある。そのた
めには、担当課評価にもあるようなわかりやすい紙面づくりや市報を
見れば市政がわかるように他部署の情報紙との合冊も検討していく
べきである。
　また、事業費については、カラー化も図ったことから、有料広告の
活用により経費の圧縮を図るべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

情報管理課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

・バナー広告の広告料収入の増加を図ることによる事業費の圧縮
・市外の人にとって市の顔にもなる得ることから、情報の発見しやすさやわかりやすい「伝わる」ホームページ
の作成
・市全体の広報戦略としてのホームページ作成

事務事業名 ホームページ維持管理事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

　ホームページは、市内外の方に市政情報を提供する大きな手段の
1つである。そのため、わかりやすいことや情報が発見しやすいこと
重要であり、受け手に「伝わる」ものとなるようにしていく必要がある
とともに、各部署の作成担当者だけでなく市全体の広報戦略として、
どのように伝えていくかを追求していく必要がある。
　事業費については、有料のバナー広告が前年度比で伸びており、
引き続き広告料収入の増加を図ることによって事業費の圧縮を図っ
ていくべきである。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

維持 増加

事務事業名 情報セキュリティポリシー運営事業 所属部 行政管理部 所属課 情報管理課

維
持 ×

情報資産に対する脅威が年々増大し、且つ、その手口も巧妙化、複
雑化しつつあるので、より一層の研修による周知と監査による情報
セキュリティレベルの向上が必要である。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減

低
下 × ×

より実践的な研修の実施をとおして、職員への一層の情報セキュリティポリシーの周知徹底が必要である。

成
果

向
上 ○



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 NPO活動等推進事業 所属部 生活環境部

(4) 改革・改善による期待成果

NPO活動支援室の役割や存在をもっと市民や職員に周知すること
で、他の部署ともさらに連携が図られる。
また、NPO活動支援室の財政的独立が課題であると考える。

所属課

低
下

維
持 ×

××

NPO活動支援室の存在を周知徹底することで更なる協働推進が図られる。また、NPO活動支援室の収益事
業についても多角的な見直しが必要。

生活コミュニティ課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

政策経営課
（特命担当）

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

行政内部のみの評価だけでなく、第三者による外部評価も必要である。また、全事務事業を評価するにあ
たって、事業の数から事務量が膨大になっている。今後はより効率的な行政評価システムの構築を目指して
いくべきである。

事務事業名 行政評価事業 所属部 政策経営部

(4) 改革・改善による期待成果

行政の施策、事務事業を自ら顧みて評価することは、今後の事業実
施や予算編成には必要な作業であるが、それだけでは内部的視点
のみになってしまう。今後は第三者からの有効性や効率性について
も評価も必要であると考える。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

公平・公正でかつ競争性と透明性が確保された契約制度構築を目指し、更なる改善と検証が必要である。

事務事業名 　契約・入札事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

公平・公正な契約制度の維持改善のためには、総合評価落札方式
の検証をする必要がある。また、東京電子自治体共同運営サービス
へ参加することで、入札における競争性と多様性が高まることから
更なるコスト削減等が期待される。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

情報管理課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

基幹系システムの更改にあわせて、汎用性の高いオープン系のパッケージ仕様とすることでベンダロックイン
の状態を脱する必要がある。これにより、次期以降の更改時により多くの業者に調達依頼が可能となり、経費
の抑制と選択可能性が高まると考えられる。

事務事業名 基幹系業務システム維持管理事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

現在の当市の基幹系システムは、ホストコピュータを中心に運用して
おり、運用コストの高騰や法改正の際の対応が課題となっている。
ホストによる国立市独自仕様のシステムをオープン系のパッケージ
仕様へと更改することでベンダロックインによる経費の高止まりの解
消と効率性の向上を図る必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

低
下 × ×

長期的管理運用コストを考慮し、データセンターやクラウドの活用も検討すべきである。また、ネットワーク及び
サーバの管理には、高度な専門知識と経験が必要で職員では対応しきれていないという現状から、更なる業
務委託化も検討する必要がある。 成

果

向
上 ○

維
持 ×

情報公開端末の設置については、外部情報への接続も可能となっ
ており、情報格差の是正には役立っているように思われるが、果たし
て今現在の社会情勢から考えて、パソコンも携帯電話も一切所持し
ていない者がどれほどいるのか疑問である。対象者が極端に少ない
場合には、費用対効果を考慮の上、情報公開端末の撤去も視野に
入れて検討する必要があると思われる。

(4) 改革・改善による期待成果

コスト
削減 維持 増加

事務事業名 公共LAN運用事務 所属部 行政管理部 所属課 情報管理課



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

情報管理課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

例規審査に関しては、システム導入により効率性と正確性の向上が期待される。また、実践的な研修機会を
増やすことで職員の能力向上等、成果向上の余地がある。

事務事業名 文書管理事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

例規審査にチェック機能があるシステムを導入することで効率性・正
確性が向上すると思われる。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 浄書印刷関係事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

庁内LANの活用、印刷の際の両面・Nアップ印刷等の積極的使用に
より紙や消耗品の使用を抑えることができる。そのためには、コピー
機等を日常的に使用する職員への周知徹底が必要である。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

紙や消耗品使用抑制のために職員へ周知徹底を図る必要がある。また、適宜、機器を見直し、効率性の向
上とコスト削減を図るべきである。

情報管理課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

情報管理課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

職員図書・資料の整備と管理について電子化することで検索が容易となり、利便性・効率性がともに高まるこ
とから、検討すべきである。

事務事業名 職員図書・資料整備・管理事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

ネットワーク化進む昨今、書籍の紙媒体での保管・管理が必要であ
るのか疑問がある。思い切って電子化することで、一時的にコストは
増加するかもしれないが、検索しやすくなるうえに、庁舎のスペース
も確保されることから検討する余地が充分にある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

職員課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

多様化・複雑化する社会環境に柔軟に対応できる職員を育成するためにも、時代のニーズに則した研修を
行っていくことが必要である。また、研修を実施する際には、情報収集を徹底することで効率的・効果的運営
が不可欠。

事務事業名 職員人材育成事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

時代のニーズにあった人材を育成していくために、多様化する社会
情勢等に対応した研修を充実していく必要がある。また、独自の研
修を実施しようとするときは、可能な限り、既に同様の研修を実施し
ている自治体の情報を収集し、参考にすることでより効率性と有効
性をもった研修が実施できると考える。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 職員給与等支給事務 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

職員の出退勤を管理する庶務事務システムと人事給与システム等と
の連携により、業務の効率化と人件費の削減が可能と思われる。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

新たに導入する庶務事務システムと入れ替えをおこなう人事給与システムの緊密な連携を構築することで、業
務の効率化と人件費の削減が図られるものと考える。

職員課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

職員課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

より一層の利用率向上のため説明会の開催、職員への利用周知を徹底化すべき。また、互助会制度につい
ても費用対効果の面から運営の可否について検討する必要がある。

事務事業名 職員の福利厚生事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

福利厚生総合提供事業については、利用率向上のために説明会を
開催する等一層の周知を図る必要がある。また、職員の福利厚生の
一層の充実を図るため、互助会制度についても検討が必要。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

政策経営課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

担当課とのヒアリングの充実等により予算編成の精度向上が必要。また、予算の執行管理についても不適切
な事例を洗い出し、検証することで対策等を講じていく必要がある。

事務事業名 財政事務 所属部 政策経営部

(4) 改革・改善による期待成果

予算編成にあたっては1件査定方式を採用しており、今後はさらに徹
底化する必要がある。また、予算の執行管理については、時期、執
行率ともに適切でない事例も見受けられることから適正化に向けて
の取り組みも考える必要がある。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 議会運営事業 所属部 議会事務局

(4) 改革・改善による期待成果

平成25年9月に設置された議会改革特別委員会による取り組みの
結果等も踏まえて、これまでの業務のやり方を見直す必要がある。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

議会改革特別委員会での取り組み結果等を踏まえての業務の見直し・検討が必要である。
維持 増加

向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 会派の政務活動事業 所属部 議会事務局

(4) 改革・改善による期待成果

各議員の見識や、能力の向上を図り、市政運営に役立てるために
も、議会活動にとって有意義な情報を常に収集することが必要であ
る。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

政務活動費のあり方については、その役割と財政状況を勘案したうえで、今後さらに検証していく必要があ
る。

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 議会報発行事業 所属部 議会事務局

(4) 改革・改善による期待成果

市民へ的確に情報提供を行い、議会活動への関心を高めてもらうた
めにも、今後も、市民の要望を取り入れながら、より充実した議会報
へとしていく必要がある。

所属課

低
下

○

維
持 ×

××

紙面レイアウトの変更やカラー化等の検討により、市民に議会報を読んでもらい、議会への関心を高めてもら
う取り組みが今後も必要。

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 ✔ 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

✔ 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 会議録作成事業 所属部 議会事務局

(4) 改革・改善による期待成果

地方自治法に規定されている事業であり、現在も委託化はしている
が、今後は契約内容の見直しや他の業者の取り組み事例を検証す
る必要がある。

所属課

低
下

維
持 ○ ×

××

基本的には、現状維持かと思われるが、契約内容の見直し、他の業者の取り組み事例の調査・検証が必要。
維持 増加

向
上

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

事務事業名 秘書事務 所属部 政策経営部

(4) 改革・改善による期待成果

理事者のスケジュール管理等の事務の効率化が課題である。スケ
ジュール管理については、庁内グループウェアの活用等でより効率
的に運用できる可能性もある。また、事務の効率化により生み出さ
れた時間で政策的サポートも行っていくことが有効である。

所属課

低
下

維
持 ×

××

スケジュール管理などの事務の簡素化・合理化により、新たに政策的に理事者をサポートしていくことも必要
である。

市長室

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 適切 ✔ 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 適切 ✔ 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 ✔ 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）

✔ 事業のやり方改善（効率性改善）　 ✔ 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

総務課

維持 増加
向
上 ○

削減
コスト

成
果
維
持 ×

××

庁用車両の管理事業については、一括管理等を含めて、より効果的・効率的な事務の仕組み作りを目指し検
討が必要。

事務事業名 庁用車の維持管理事業 所属部 行政管理部

(4) 改革・改善による期待成果

庁用車両は昔と比べ削減できているが、車両の一括管理等により、
更なる事務の効率化を検証する必要がある。また、貸切バスについ
ては利用実態に則した契約方法についても検討が必要。

所属課

低
下



４ 　事務事業の２次評価結果
(1) ２次評価者としての評価結果 （2） 評価結果の根拠と理由

① 公共関与妥当性 ✔ 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 ✔ 見直し余地あり

③ 効率性 ✔ 適切 見直し余地あり

④ 公平性 ✔ 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 事業統廃合・連携 ✔ 事業のやり方改善（有効性改善）　 （廃止・休止の場合は記入不要）
事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) その他２次評価会議で指摘された事項

福祉総務課

維持 増加
向
上

削減
コスト

成
果

○

維
持 ×

××

事業の方向性としては、本事業の果たす役割や必要性から現状維持が基本と思われる。しかし、適切なタイミ
ングでの評価分析が必要であり、限られた財をどの項目に重点配分すべきか議論する必要性がある。

事務事業名 被保護者自立促進事業 所属部 健康福祉部

(4) 改革・改善による期待成果

対象者が本事業の自立支援を受けて、どの程度、効果があったの
かについて費用対効果について検証分析が必要。そのうえで、一定
程度効果のあった項目について財を重点的に再配分し、被保護者
に対して働きかけを増進していくことで成果向上が望まれる。

所属課

低
下


